
4 款 3 項 2 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

2,000 1,500 1,500 1,500 1,500 8,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

申請件数 件 1 3 1 1
項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 249 1,579 190 190

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 81 79 79 79
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.01 0.01 0.01 0.01
人件費単価 8,135 7,954 7,954

79
合計 0 1,579 190 190

事業費
直接事業費 168 1,500 111 111
人件費 81 79 79

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

上水道、簡易水道、飲料水供給施設の給水区域外における飲料水の安定的な確保のため、飲用井戸施設の
整備に要する経費に対して補助をする。

事業の内容

水道施設の給水区域外（未給水地区）における飲料水の安定的な確保のため、飲用井戸施設の整備に要す
る経費に対して、補助金交付要綱に基づき補助金を交付する。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業実施に伴う地元（個人）の負担額が高額となること及び高齢化により、施設改修に消極的となっており、こ
れの解消法として補助率の見直しが考えられるが、財政の調整も必要であることから、即時の改善が困難で
ある。

事業の対象 共同利用により飲用井戸施設を設置する代表者又は広報区の区長

根拠法令等
伊予市飲用井戸整備事業費補助金交付要綱

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 水道課 電話番号（内線）： 714
記入者情報 所属長： 野島 康博 担当責任者： 堀内 英幸

事務事業名 飲用井戸整備事業
予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
生活環境の整備

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

　本事業は、主に水道の普及率の低い双海・中山地区の未給水地区を対象に安定した水の供給を行い
生活基盤を確保するもので、水道施設の整備が難しい未給水地区においては重要な事業であると認識し
ている。しかし、地域においては、対象戸数が少なく、また、高齢化が進むなかで事業実施に伴う負担金
が高額となり、老朽化した施設の整備に消極的になっている。今後、本事業の促進を図る上においては、
補助金等の見直しを含めた検討が必要と考えている。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

本事業について、数地区からの問い合わせがあったが、各地区とも対象戸数が少なく、また、高齢化が進
むなかで事業実施に伴う負担金が高額となり、老朽化した施設の整備に消極的になっている。そういった
現状を鑑みて、補助率の見直しを検討し、個人負担の軽減を図ることも必要なのではないかと考える。そ
うすることにより、未給水区域において利用している施設の改修実施が多少でも増加するのではないかと
考える。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 5

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3

目　　標 3 3 3 0
実　　績 1 1 0 0

成果指標

成果指標
申請件数

指標設定の
考え方

水道施設の給水区域外（未給水地区）における飲料水の安定的な確保のため、飲用井戸施設の整備をしても
らうことが目的であるため、その申請件数が成果と考えるため。

区分年度 25年度 26年度 27年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


